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第1章 序論

1.1 はじめに

本研究は，CSR(Corporate Social Responsibility)を制度という観点から捉え，その普

及のメカニズムに関してシミュレーションを用いて検討するものである．本章では，CSR

についてある分野の研究においてどのように扱われてきたのかについて述べる．その上

で，本研究がどのようなモチベーションでCSRを取り上げ，目的とするのかについて論

じる．

1.2 背景

企業が，経済主体であると同時に社会における主体であることを認識し，本業において

経済性と同時に社会性を追求する活動として「企業の社会的責任 (CSR;Corporate Social

Responsibility)」がある．確定的な定義は存在しないが,谷本 (2004a)によれば，「経営活

動のプロセスに社会的公正性や倫理性，環境への配慮などを組み込み，アカウンタビリ

ティを果たしていくこと」と定義している．また，後藤 (2005)は，CSRをコンプライア

ンス，ガバナンスと比較して，組織の外部にいたる社会や倫理までも対象とする，より広

い概念として定義している．これらの定義からわかるようにCSRはその対象範囲が広い．

従業員や株主など，直接的な利害関係者を対象にした活動から，地域，より広くでは地球

環境を念頭においた植林など，その便益の供給される対象が特定されないものまである．

CSRを対象として研究としては，個別企業のCSRへの取り組みについての事例研究の

ほかに，十川 (2005) は企業という組織のあり方の観点からCSRを取り上げ，岡本 (2006)

は企業を評価する基準としてCSRに着目すると同時に，企業の社会性要因と経済性要因
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の関係について調査している．また，谷本 (2002) は企業を独立的に取り上げて論じるの

ではなく，企業社会という観点から企業を捉え，谷本 (2004b) において，企業と社会の関

係からCSRに関する経営のあり方を論じている．また，一般的に相関があると言われて

いる金融のパフォーマンスと社会性のパフォーマンスの関係について調査した Scholtens

(2008) によれば，米国における製造業を対象にした場合においては，金融のパフォーマ

ンスと社会性のぱパフォーマンスにはポジティブな関係があり，多くの場合，金融のパ

フォーマンスは社会性のパフォーマンスに先行することを示した．さらに，CSRと関連し

て，投資行動を通じて企業の社会性を評価する「社会的責任投資 (SRI;Socially Responsible

Investment)」について (谷本 (2003),谷本 (2007)) 研究したものや，SRIの運用成績の調

査 (Login and Areas (2005) )などが行われている．

Besley and Ghatak (2007) はCSRの持つ性質に注目して，CSRを「私的財の生産と同

時に行う公共財の生産と負の公共財の削減」として定義した1．そして，公共財の供給量

に価値を置く消費者が存在すれば，競争的市場において企業が公共財の供給を行うこと

が，私的利益の最大化をはかる企業にとっては最適な行動となることを示した．また，こ

のような企業による公共財の供給が，公共財の自発的供給と同じであり，ある条件におい

ては，CSRによる公共財の供給が相対的に優位になりえることを示した．その条件とは，

完全な政府ではなく，政府の選好の歪み2やモニタリング能力が低い場合である．

このCSRの優位性については，経済学におけるCSRへの懐疑的な見方に対する反論と

してであった．経済学においてCSRは否定的に認識されている．Baumol and Blackman

(1991)によれば，競争が激しい市場においては，利潤を犠牲にするCSRは取り組むこと

が不可能であると主張している．さらに，Friedman (1970) は，私的な存在である企業は

利潤を生み出すことに専念し，政府が公共財と外部性を扱うべきであり，そうすることが

1公共財とは，非排除性，非競合性を兼ね備えた財である．ここで非排除性とは，その財を他の人が使用
することを制限できない性質をいう．また，非競合性とは，その財を使用することによって，財の総量が減
少しない性質をいう．つまり，公共財とは，使用しても減少せず，なおかつ，その財を使用し便益の提供を
受ける人を制限できない財であり，この性質からフリーライダー（ただ乗り）が発生する．公共財は非排除
性から誰でもアクセスでき，非競合性により使用してもその総量が減少しないため，他の誰かが供給してく
れさえすればよく，わざわざ自らコストを掛けて供給しようとはしなくなる．そして，このようなフリーラ
イドが発生し，最適供給量を下回ることになる．

2政府の決定が，すべての国民の選好を代表しているとはいえない
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効率的であると主張し，企業が公共財と外部性を扱うことに疑問を呈している．

また，岡本 (2006)によれば，日本において企業に社会性を求める動きは過去に 3回あっ

た．１つは「1960-70年代「いざなぎ景気」の社会的責任ブーム」，「1980-90年代のフィラ

ンソロピーブーム」,そして「21世紀の CSRブーム」である．そして，過去 2回はいず

れも不況の到来とともに消えてしまったという．Baumol and Blackman (1991),Friedman

(1970),岡本 (2006)の指摘によると，CSRに取り組む企業が存続することは難しいとい

うことになる3. また，Besley and Ghatak (2007)の主張についても，CSRに取り組む企

業が存続はできても，企業においてCSRが普及することは難しい．というのも，Besley

and Ghatak (2007)のモデルにおいては，公共財を選好する消費者を所与とし，その選好

が変化することは考慮されていないためである．

しかし，Besley and Ghatak (2007)が主張するように，CSRが政府による公共財の供給

よりも優位にある場合，効率性の観点からCSRを普及させることが望まれる．また，上

記の先行研究のような，経営の観点からCSRを捉えたときに持ち出される，持続可能な

社会を実現するためにも，個別企業がCSRに取り組むのではなく，全体でCSRに取り組

むCSRの普及が望ましい．それには，CSRが普及するメカニズムを考える必要がある．

そのためにはCSRを制度として捉える必要がある．ここでの制度とは，法律のような

ものをさしているのではなく，ソースティン (1998) の定義においての意味である．ソー

スティン (1998)は制度を「個人や社会の特定の関係や特定の機能に関する広くいきわたっ

た思考習慣」として定義している．つまり，法律のような外生的に与えられるルールと

してではなく，多くの個人に内的に共有されている思考の習慣であり，これは知識の一つ

であるといえる4．CSRを制度と捉えた場合，CSRの普及，すなわち，制度化は，制度の

成立，変化として捉えられる．そして，制度の成立，変化には選好 (preference)の変化が

必要となる5．この選好の変化は，模倣行動によって引き起こされるものと考えられえる．

3岡本 (2006)は，「21世紀の CSRブーム」については，過去に 2回とは異なりブームで終わらせてはい
けないと主張している．

4法律については，個人によってその意味が共有され，実効性を持ってはじめてその法律としての意味が
あるという点ではここでの制度の定義に当てる．しかし，CSRを普及させるためには法律を作ればいいと
いうような意味での，共有されていない，実効性を持っていないものを想定した場合には該当しない

5ここでの選好とは，価値観や，意識と言ったもので，この選好に基づいて行動が決定される．すなわち，
制度における思考習慣は，個人レベルにおいては選好にまとめられていると考えられる．
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これは，個人は独立的に価値観や意識を形成するというよりも，他者との相互作用によっ

て影響を与え合いながら，価値観や意識，すなわち，選好を形成すると思われるからであ

る．その意味で，江頭・橋本 (2004) の「判断の基礎となる思考あるいは認識の枠組み自

体が他者との関係のなかで形成されていく社会的個人」を仮定している．

1.3 研究の目的

本研究の目的は，CSRが普及するメカニズムを明らかにすることである．CSRの普及

とは，より多くの企業がCSR活動に取り組むようになることをさす．CSRを，持続可能

性というより上位の概念を実現するための手段として捉えた場合，CSRが普及すること

は持続可能性の実現に接近すると言う意味において，望ましい状態となる．そして，この

CSRの普及を考えるには，企業を選択する消費者の側において，CSRを重視する価値観

が広がらなければならない．したがって，企業を評価する消費者において，CSRを重視

する価値観が広がるメカニズムを考える．

本研究の目的は，CSR普及のための制度設計である．ここでの制度設計とは，社会に

おいてCSRが普及する，すなわち，共有さえた思考習慣として制度化されるためのには

どのような設計をすることが必要かということである．そして，そのために，まず CSR

の概念化を行う．CSRはその定義において確定的なものが存在せず，実際の活動におい

てもさまざまな性質のものが含まれている．そのため，本研究においてCSRをどのよう

に概念化するかを示す必要がある．ここでは，CSRという現実の事象をより包括できる

概念化を行う．

その上で，CSR普及のエージェントモデルの構築を行う．CSRの概念化によって本質

的な部分を明らかにし，概念化したCSRに対してのエージェントモデルを構築する．本

研究においては制度の観点から CSRを捉える．そのためには選好の変化が必要となる．

CSRを制度として捉えるという意味においても，また，選好の変化を扱うという意味に

といても調べた範囲において該当する先行研究が見当たらない6．そのため，自由度の高

6経済学においては，選好は他者との相互作用なしに独立的に決定されており，その選好を所与とするこ
とが前提となっている．
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いエージェントモデルを用いる．そして，シミュレーションを通じて妥当なモデルを探し

ながらモデルを構築する構成論手法を用いる．またその一方で，CSRに関する妥当なモ

デルを闇雲に探すのではなく，制度として捉えることを通じて，制度に関する研究の知見

に基づいてモデルの構築を行っていく．

そして，構築したエージェントモデルを通じてCSRが普及する条件とそのメカニズム

を明らかにし，シミュレーションの結果からCSRを普及させるために政策的指針を提示

する．
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第2章 CSRの概念化

本章において，CSRの概念化を行う．はじめに，CSRを扱った研究においてどのよう

に定義されているかを概観し，本研究におけるCSRの概念化を行う．

2.1 CSR研究における定義

CSRの定義として定まった見解はなく，様々な定義がなされている．

企業と社会とい文脈において企業を捉えている谷本 (2004a)は「経営活動のプロセスに

社会的公正性や倫理性，環境への配慮などを組み込み，アカウンタビリティを果たしてい

くこと」として定義している．この定義では，社会が求めるものに対応していく，すなわ

ち，アカウンタビリティ(説明責任)を果たしていくということに重点が置かれ，その範囲

が社会的公正性や倫理性，環境への配慮といった，これまでは対象としてこなかった領域

まで広がり，そこでのアカウンタビリティを果たしていくこととして解釈できる．すなわ

ち，主体はアカウンタビリティを果たす対象でるステイクホルダー1にあると考えられる．

岡本 (2006)は「企業の様々なステークホルダーに対する自らの収益性・成長性以外のコ

ミットメントを企業目標の一つと考え，戦略的にマネジメントの根幹として捉えること」

と定義している」．この定義はより積極的で，企業がこの定義でCSRに取り組むことで，

一時的なブームとしてではなく，長期的に定着させることの必要性を意図している．cite

岡本 2006の定義においては，企業のより強い主体性を求めている．

谷本 (2004a)，岡本 (2006)では主体性の違いを読み取れるが，どちらも経済性以外の

領域に取り組むという点では共通といえる．そしてこの点に注目したのが

Besley and Ghatak (2007) の，「私的財の生産と同時に行う公共財の生産と負の公共財

1利害関係者．谷本 (2004a)では株主，従業員，地域社会をあげている．
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の削減」としてという定義である．この定義は，上記の経営分野における定義よりもより

概念的定義であるといえる．

2.2 CSRの定義

本研究においてのCSRの概念的定義を行う．

Besley and Ghatak (2007) の定義を踏まえ，本研究においてはCSRを「自らの活動に

おいて，私的財の供給と同時に準公共財の供給を行うこと」として定義する．ここでの準

公共財とは以下の２つの意味で用いる．

• 　非排除性と競合性を持つ財

図 2.1は競合性と排除性という 2つの性質を用いて財を分類したものである．

競合性
あり 　なし

排除性
あり 私的財 準公共財
なし 準公共財 公共財

図 2.1: 競合性，排除性による財の分類

競合性とは，利用することによってその総量が減ってしまうという性質であり，排

除性とは，その財を利用しようとする人がいて，そのとき財の対価（例えばお金）

を支払うことなしには財を利用することができないという性質である．このとき，

競合性があり，排除性がある性質の財を私的財といい，一般的に市場を通じて取引

される財は私的財にあたる．

また，競合性がなく，排除性がない財，すなわち，非競合性と非排除性を持つ財を

公共財といい，国防などがその例として挙げられる．この公共財においては，誰か

がその財の便益を享受したからといって，その便益が減少しない（国防においては，

他国からのからの直接的脅威を排除したとして，その恩恵を国民のうちの 1人が享

受したからといって直接的脅威を排除したという便益自体は減少しない）し，対価
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を払わない人でも一度提供されてしまえば，その便益の享受を制限することができ

ない（国防が納税することの対価としてもたらされるものと仮定した場合，その恩

恵は納税者以外にも享受されることとなる）．したがって，公共財においてはフリー

ライダーの問題が発生する．

そして，2つの性質のうち，どちらか一方のみを有する財を準公共財という．このと

き，競合性がなく，排除性がある財をとくにクラブ財といい，高速道路などが挙げ

られる．クラブ財では，ある一定量までは同時に利用しても競合性が発生せず，ま

た，その利用に際して対価を支払わない人を排除することができる．

もう一つの準公共財である，競合性があって，排除性がない財はコモンプール財と

いい，環境や共有地などが挙げられる．コモンプール財では，利用することでその

総量が減ってしまい，誰かの利用が他の利用しようとする人の便益の享受に影響を

与える．さらに，排除性がないため，財を利用しようとする人がたとえ対価を払わ

なくても，その総量があれば利用することができる．たとえば環境は，他の人が使

用することを制限することができず，なおかつ，誰かが使用することでその総量が

減ってしまう．この性質から環境問題への対処が困難となる．

• 　社会的便益 (benefit)の他に私的便益 (benefit)が引き出される公共財　

ここでの準公共財の意味は上記の分類とは異なる．この意味での準公共財として募

金が挙げられる．募金は，自らが募金したとしても，それは自分に利益をもたらす

ことはない．募金はそのお金を使うことで社会的な便益をもたらすという意味で公

共財，もしくは上記の意味での準公共財といえる．しかし，募金した人が，その「募

金をした」という事実自体から，「社会に貢献した」といった満足感を感じる場合も

ある．この場合，財の分類上は公共財であるにもかかわらず，この募金した人は募

金という事実から私的便益を引き出していることになる．そのような場合，便益の

観点から完全ではないという意味で準公共財といえる．

この定義は「温情 (Warm-Glow)」を備えた公共財といえる．Andreoni (1989),An-

dreoni (1990)によれば，温情効果を備えた公共財とは以下のように定義される．あ
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る個人 iが資産 wiを与えられてて，私的財の消費 xiと，公共財への寄付 giの配分

を決めることができる．全体の人数を nとすると，公共財の総量はG =
∑n

i−1 giと

なる．このとき iの効用関数は

Ui = Ui (xi, G, gi)　 (2.1)

となる．ここでは，効用関数が準凹 (quasi-concave)であることを仮定している．仮

に，Ui = Ui (xi, G)のときは，iは自らが公共財へ寄付した giを効用関数に入れてい

ないことから純粋な利他的な行動となるが，i = Ui (xi, gi)の場合には，個人 iは完

全な温情効果によって動機付けられており，純粋な利己的な行動となる．したがっ

て，式 2.1の場合には，不純な利他的行動ということになる．

非排除性と競合性を持つ財という意味で CSRを定義することは，Besley and Ghatak

(2007) の公共財という定義よりも厳しい条件を与えている．これは，もし公共財である

ならば，非競合性2から他の誰が使おうが問題とならないことを意味する3．しかし，環境

問題に代表とされるCSRの対象となる項目は，そのほとんどが競合性を持っている．環

境への投資に関していえば，仮にある企業が環境対策を行ったとしても，別の企業が行わ

なければ結果的に環境対策を行った企業が得られる利益は減る．雇用関係にしても，企業

が雇用環境を改善させても，従業員によってその便益を享受され，消費される．

この意味おいて，準公共財として定義することが必要である．また，CSRの中には，リ

スクマネジメント的側面を持つような公共性を伴わないものもある．しかし，そのような

私的財的性質をもっているものを企業が取り組むことはある意味当然であるから問題とは

ならない．したって，最も厳しい条件となる非排除性と競合性を持つ財として定義する．

社会的便益 (benefit)の他に私的便益 (benefit)が引き出される公共財としての意味にお

いて準公共財を定義することも必要となる．環境問題のような，その取り組みと，結果の

因果がわかりにくい場合においては，純粋に社会的便益を求めて取り組むことは考えにく

い．というのも，その社会的便益が認識できないからである．では，なぜ取り組むかとい
2使っても減らない性質
3もちろん，純粋な意味での公共財などほとんどない．したがって，非競合性を持っている財においても

利用者数が多くなれば混雑減少を引き起こす．
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うと，社会的便益の如何にかかわらず．環境問題に取り組むという行為自体に満足する側

面があるからである．この傾向は，CSRを考える場合には非常に重要であると思われる．

というのも，企業がどれだけCSRに取り組んでいることをアピールしたとしても，実際

にそれを測定することは困難であるからである．

したがって，本研究においてはCSRを上記のように概念化し定義する．
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第3章 モデル

本研究で用いるモデルを解説する．まず，モデル化の対象としている事象を説明し，そ

の対象をモデル化したモデルの概要を述べる．そして，企業行動について，消費者行動に

ついて解説する．そして，3つの消費者の模倣の基準について述べる．

3.1 モデル化の対象

企業の生産活動と，消費者による購買活動を対象とする．特に，以下のような状況を想

定する．

企業は，受注生産方式で財を生産する. 企業によって生産される財それ自体は，すべての

消費者にとって同質的である．各企業は，財を 1単位生産するのあたり，どの程度，環境

へ投資するかを選択することができる．そして，環境への投資にかかる費用はすべて製品

の価格に転嫁される．したがって，製品それ自体の差異は価格のみであり，その価格の差

異は各企業が行う環境への投資の程度によってもたらされる．さらに企業は，売り上げ，

すなわち，消費者に選択された数が多いほど，その該当企業の環境への投資の程度が他の

企業によって模倣される．

一方，消費者は企業を選択する．消費者は，価格と環境の重視の度合い，すなわち，価

値観や選好としての重視度を持っている．そして，その選好である重視度に基づいて購

買，すなわち，選択する企業を選ぶ．このとき消費者は，自らが持っている選好に最も近

い環境への投資を行っている企業ほど選択しやすい．

また，消費者は，自らの選好を社会学習としての模倣を通じて変化させる．ここで社会

学習を通じて選好を変化されるのは，江頭・橋本 (2004)の「判断の基礎となる思考ある

いは認識の枠組み自体が他者との関係のなかで形成されていく社会的個人」を仮定してい
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るからである．

この選好の変化の方向性は 2つある．一つは，消費者の所得を増加させる方向に働くも

のである．また，その一方で，環境を重視する方向に働く場合もある．この変化の方向性

は，各消費者自身で決定されるというよりは，その消費者の周囲がどちらに価値を置いて

いるかにによって決定される．すなわち，ある消費者の周囲に位置する消費者が所得に価

値を置いている場合には，所得を増加させる方向に選好を変化させ，選好としては価格を

重視するようになる．同様にして，周囲に位置する消費者が環境に価値を置く場合，環境

をよくすると思われる方向，つまり，価格を重視する選好から，環境を重視する選好へと

変化させていく．

3.2 モデルの概要

図 3.1: モデルの概要

図 3.1は 3.1に基づいたモデルの概要である．企業は，戦略である準公共財への投入割

合 θを用いて製品を生産する．一方，消費者は，選好としての重視度αを持っていて，そ
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の重視度αを用いて，自らの重視度に近い投入割合 θの企業の製品ほど選択しやすいよう

に選択する．企業が生産する製品には，各企業の投入割合 θに基づいた準公共財への投入

分が含まれており，その各企業の準公共財への投入分は，全体で集計され，各消費者に均

等配分される．

企業は，消費者に選択された数，すなわち人気に応じて戦略としての投入割合を模倣す

る．一方，消費者は社会学習を通じて選好を変化させる．

本モデルにおいては，企業は 10 × 10,消費者は 100 × 100の 2次元平面状に配置する．

ここでの空間構造の導入は，相互作用の粗密を表現するためである．相互作用の粗密を表

すために，関係空間という空間構造を仮定する. 関係空間という概念を導入するにあたり

最も単純な 2次元空間とする．そして，粗密の程度として，「相互作用する」，「相互作用し

ない」の 2値とする．したがって，直接的な相互作用をするのは隣接する 8体の主体のみ

となり，後の主体とは直接的相互作用を行わない．隣接していない消費者とは，間接的相

互作用を行うこととなる．なお，企業，消費者のどちらも周期境界条件で 2次元平面状に

配置されている．

3.3 企業行動

3.3.1 準公共財への投入割合

企業 iは，財 1単位を生産する場合の準公共財への投入する割合 θiを持つ．この投入割

合 θは 0 5 1の値をとる．

3.3.2 投入割合の模倣

企業 iは，t期に 2次元空間上の周囲 8体の企業と比較して，選択された数 Si (t)が連続

xco回，下から r番以内だった場合，模倣する．企業の投入割合の模倣は

θi (t) = N
(
θj (t) , σ2

)
iff j = arg

j
max Sij (t) (3.1)
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となり，選択された数が一番多い企業 jの投入割合 θjを平均とする標準偏差 σ = 0.1の正

規分布で投入割合を模倣する．

3.4 消費者行動

3.4.1 準公共財への投入割合の重視度

消費者 iは，製品を購入する際に，対象企業が準公共財への投入を行っていることを重

視する，投入割合の重視度 αi (t)を持つ．そしてこの投入割合の重視度 αi (t)を用いて各

企業を評価し，企業を選択する．

3.4.2 消費者による企業の評価

消費者 iは，投入割合の重視度 αi (t)を用いて企業を評価する．評価は以下のようにさ

れる．

• 消費者による企業の評価

Uik (t) = θk (t)αi (1 − θk (t))(1−αi) (3.2)

– Uik (t) : t期における i番目の消費者による k番目の企業に対する評価値

– θk (t) : t期における k番目の企業の準公共財への投入割合

– αi : i番目の消費者の投入割合の重視度

消費者による企業の評価が式 (3.2)で与えられるとき，消費者は自らの投入割合の重視

度 αに近い θを持つ企業の評価が一番高くなる．

3.4.3 消費者による企業の選択

消費者は式 (3.2)を用いて企業を評価し，選択する．消費者 iが企業 kを選択する確率

は以下のようにボルツマン分布に従う．
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• 消費者が企業を選択する確率

Prik (t) =
e−βUik(t)∑Nco

j e−βUij(t)
　 (3.3)

– Prik (t) : t期に消費者 iが企業 kを選択する確率

– Uik(t) : t期における i番目の消費者による k番目の企業に対する評価値

– β :調整パラメータ

消費者 iは式 (3.3)の確率で企業 kを選択する．

3.4.4 消費者の選好の模倣

• 選好の模倣の基準　

消費者は，社会的個人として社会学習を通じて選好を変化させる．選好を変化させ

る際の基準として，ここでは所得の残高基準，ローカル基準，ローカル・グローバ

ル基準の 3つの基準を考える．それぞれの基準を用いたモデルについては後述する．

• 選好の模倣の仕方

消費者 iは，各モデルで採用されている選好の模倣の基準を用いて t期において 2次

元空間上の隣接する周囲の 8体の消費者を評価するし，その評価基準を用いた評価

が連続 xst回，最下位から r番以内だった場合，模倣を行う．

消費者 iの投入割合の重視度 αの模倣は以下のようになる．

– 重視度の模倣対象の選択

αi (t) = N
(
αj (t) , σ2

)
iff j = arg

j
max yij (t) (3.4)

∗ N (αj (t) , σ2) :消費者 jの重視度 αjを平均とする標準偏差 σの正規分布

∗ j = argj max yij (t) :隣接する周囲で評価が最も高い消費者 j

– 重視度の模倣

　各基準で評価したときに，最も評価値が高い消費者 jの重視度 αj を平均と

する標準偏差 σ = 0.1の正規分布で重視度を模倣する．
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3.5 準公共財

企業が提示する準公共財への投入割合 θは，企業が生産する財に，準公共財への投入分

を積みましていることになる．この積み増される分が準公共財として集計される．準公共

財への総投入は以下のようになる．

• 　準公共財への総投入

G (t − 1) =
Nco∑
v=1

Nvs∑
w=1

θv (t − 1) yvw (t − 1) (3.5)

– G (t − 1) : t期における準公共財の総投入

– Nco :企業数

– Nvs : v番目の企業を選択した消費者数

– θv (t − 1) : t − 1期の企業 vの投入割合

– yvw (t − 1) : t − 1期に v番目の企業を選択したw番目の消費者の所得

1．

各消費者に分配される準公共財は以下のようになる．

• 消費者に分配される準公共財

D (t) =
G (t − 1)

Nst

(3.6)

– D (t) :各消費者への配分

– G (t − 1) : t − 1期における準公共財への総投入

– Nst :消費者数

1式 (3.5)において，企業の投入割合 θに所得 yを掛けている．これは，消費者が自らの所得において購
入できる最大単位数を購入していることを意味する．その一方で，企業間評価に際しては，企業は消費者に
選択された数で評価されようになっている．本モデルにおいては，企業の投入割合，消費者の投入割合の重
視度という部分に焦点を当てており，所得の額，購入数量や売上額，売上数量などの絶対的な量を極力排除
している．そのため，消費者が購入する量が異なるにもかかわらず，企業間評価に際しては選択された数を
用いるという不整合が起こるが，この部分に関しては，「企業間評価においては消費者に選択された数が多
い企業がより業績がよい」という仮定を置いていることになる．
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本モデルにおいて，準公共財の量，およびその配分は企業，消費者のどちらのエージェン

トにおいても意思決定に際しても影響を与えない．環境に代表される準公共財は，投入

の効果がどのくらいの時間遅れで反映されるのか，そもそも投入することで改善される

のかがわかりにくい．さらにこの場合，消費者自らが準公共財へ投入するのではなく，企

業を選択することで間接的に準公共財に投入している．その場合，選択した企業が実際，

本当にその投入割合で準公共財への投入を行っているのか，また，どのような効率性で投

入をしているのかも認識し難い．このような理由から，準公共財の配分を通じて意思決定

に影響を与える構造を排除した．この場合，消費者が準公共財から得るものは，準公共財

からの配分やそのマクロ的量ではなく，自らが準公共財の供給に貢献をしたという行為自

体から引き出される効用となる．つまり，消費者の準公共財への投入割合の重視度 αは，

準公共財の供給に自らが貢献した場合に，準公共財の供給への貢献という行為それ自体か

ら効用を引き出すか否かをあらわしているとも言い換えられる．すなわち，準公共財への

投入割合の重視度αが高いとき，自らと同程度の準公共財への投入割合 θを持つ企業を選

択することで，消費者自らが公共財の供給に貢献したと認識し，その貢献したと認識する

ことそれ自体に価値を置いていると言える．一方，準公共財への投入割合の重視度 αが

低い消費者においては，仮に，高い準公共財への投入割合 θを持つ企業を選択した場合，

消費者自らが公共財の供給に貢献したと認識したとしても，公共財の供給に貢献するとい

う行為自体には価値を置いていないので，そこから引き出される効用は低い．そのため，

投入割合の重視度αが低い消費者は，自らと同程度の準公共財への投入割合 θを持つ企業

を選択することになる．

3.6 消費者の選好模倣の基準：所得の残高基準モデル

消費者の重視度の模倣の基準として，所得の残高を用いる．消費者ははじめに所得が与

えられており，その所得を重視度αに基づいて選択した企業の投入割合に応じて私的財と

準公共財に投入する．このとき，重視度 αが低い，すなわち，私的財にのみ投入すると

所得がそのまま手元に残る．一方，重視度 αが高いと準公共財に多く投入することとな
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る．準公共財への投入分は合算され，各消費者に均等配分される．所得の残高基準モデル

では，この所得 yi(t)が高い消費者の αが模倣される．

3.7 消費者の選好模倣の基準：ローカル基準

所得を基準とした変化と，準公共財への貢献を基準とした，2種類の方向性の変化を導

入する．

3.6節では所得 yi(t)が高い消費者の重視度αが模倣されるという，一方向の変化のみで

あった．ここでは，2種類の方向性を持った模倣を導入する．一つは，3.6と同様の所得

を重視した，重視度 αを低下させる方向の変化である．2もう一つが，準公共財への貢献

を基準を重視した重視度 αを上昇させる方向の変化である．

消費者 iが行う模倣の種類は内的に決定される．消費者 iがとる模倣の基準は，ローカ

ルに，すなわち，消費者 iを除いた周囲の 8体の消費者の重視度αの平均 ⟨αi⟩によって決

定される．消費者 iは，t期において，2次元空間上の周囲 8体の消費者とローカル基準

⟨αi⟩を用いて評価し，その評価値を比較し，評価値が連続 xst回，下から r番以内だった

場合，ローカル基準 ⟨αi⟩によって，評価値が一番高い消費者の重視度 αを模倣する．そ

の際の，周囲の消費者の評価は以下のように相加平均で行う．

• 周囲の消費者の評価

Vij (t) = (1 − ⟨αi (t)⟩) (1 − αij (t)) + ⟨αi (t)⟩αij (t) (3.7)

– Vij (t) : t期における i番目の消費者の周囲 j番目の消費者の評価値

– ⟨αi (t)⟩ : t期における i番目の消費者の周囲 8体の消費者の α (t)の平均

– αij (t) : t期における i番目の消費者の周囲 j番目の消費者が持つ重視度

2ただしここでは所得 yを比較して模倣するのではなく，直接消費者の投入割合の重視度 αを参照し，模
倣する．これは，所得 yを比較して，所得が高い消費者を模倣することはすなわち，低い重視度 αを模倣す
ることと同じであるからである．ただし，比較するものが所得 yから重視度 αに変更したことにより，模
倣に際しての揺らぎがなくなった．
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このとき，⟨αi (t)⟩ > 0.5の場合，準公共財への貢献を増加させる方向 (すなわち，重視

度 αを上昇させる方向)で模倣し，⟨αi (t)⟩ < 0.5の場合，所得を増加させる方向 (すなわ

ち，重視度 αを低下させる方向)で模倣することとなる．また，⟨αi (t)⟩ = 0.5では評価値

がすべて同じ値になり，模倣が発生しない．

3.8 消費者の選好模倣の基準：ローカル・グローバル基準

3.7節のローカル重視度変化モデルに，企業による影響を導入する．

これまでのモデルでは，企業は準公共財への投入割合 θを提示し，消費者に選ばれた数を

比較しその戦略を模倣するのみであった．一方，消費者は投入割合の重視度 αを用いた

企業の選択を行い，また，消費者間でのローカルな基準を形成し，そのローカル基準に基

づいて重視度 αの模倣を行っていた．ローカル重視度変化モデルにおいては，投入割合

の重視度 αの変化が消費者の企業選択を変化させ，それによって企業の戦略 (投入割合 θ)

を変化させる．そのため，消費者が認識できる形での企業側から消費者側への影響，ロー

カルな相互作用以外での他の消費者との相互作用というものが入っていない．

本モデルでは，企業側と消費者側との相互作用，消費者間の相互作用を導入する．企業

側から消費者側への影響として，企業の投入割合 θの平均 ⟨θ⟩を用いる．企業の投入割合

θの平均 ⟨θ⟩は，企業側の状態をあらわす指標である．そして，この企業の投入割合 θの

平均 ⟨θ⟩は，消費者側も含めた，企業と消費者の社会全体の状態を示すマクロ状態指標と

なる．なぜなら，t期における企業の戦略である投入割合 θは t期以前の消費者の準公共

財への投入割合の重視度 αを反映したものになっているからである．したがって，t期の

企業の投入割合 θの平均 ⟨θ⟩は，企業全体の状態を表すと同時に，t期以前の消費者全体

の状態を表している．そのため，企業の投入割合 θの平均 ⟨θ⟩を導入することは，消費者

側においてはある時間遅れを伴って他の消費者と相互作用できる，グローバルな指標とな

る．グローバルな企業の投入割合 θの平均 ⟨θ⟩を導入することで，消費者が認識できる形

での企業側から消費者側への影響と，ローカルな相互作用以外での他の消費者との相互作

用が可能となる．この企業の投入割合 θの平均 ⟨θ⟩というグローバルな社会状態指標を，
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模倣の方向性の決定に組み込む形で，消費者の重視度 α変化に導入する．t期における消

費者 iによる，周囲の消費者の評価は以下のようになる．

• 周囲の消費者の評価

Vij (t) = (1 − ⟨αi (t)⟩) (1 − αij (t)) + (⟨αi (t)⟩ + ⟨θ (t − 1)⟩) αij (t)　 (3.8)

– Vij (t) : t期における i番目の消費者の周囲 j番目の消費者の評価値

– ⟨αi (t)⟩ : t期における i番目の消費者の周囲 8体の消費者の α (t)の平均

– ⟨θ (t − 1)⟩ : t − 1期の企業の投入割合 θの平均

– αij (t) : t期における i番目の消費者の周囲 j番目の消費者が持つ重視度

社会状態指標 ⟨θ⟩を導入することは，社会状態指標 ⟨θ⟩が低い場合，その影響は小さく，

消費者はローカル基準に従って自らの重視度 αを変化させ，その重視度 αを用いて企業

を選択する．一方，社会状態指標 ⟨θ⟩が高い場合，消費者はローカルな基準と，社会全体

の状態を考慮して自らの重視度 αを変化させ，その重視度 αを用いて企業を選択する．

3.9 モデルのまとめ

解説したモデルについてまとめる．

• ゲームの流れ

– 企業が製品を 1単位生産する場合の準公共財への投資割合 θを提示

– 消費者が準公共財への投入割合の重視度 αを用いて企業を評価

– 評価値に基づいて企業を選択

– 周囲のエージェントと比較

– 模倣
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• 消費者による企業の評価・選択

消費者は準公共財への投入割合の重視度 αを用いて企業を評価する．消費者の重視

度 αに近い投入割合 θを提示する企業ほど評価値は高くなる．消費者は，すべての

企業に関して評価値をだし，その評価値に応じた確率で選択する．選択に際しては，

評価値が高い企業ほど，選択される確率が高くなる．

• 周囲のエージェントの評価と模倣

企業，消費者はそれぞれに基準を用いて周囲のエージェントと自らを評価し，ある

一定回数，相対的に低い評価値になった場合に模倣する．

– 企業の評価と模倣

企業は消費者に選択された数によって評価される．周囲に配置されている企業

と選択された数を比較し，一定回数，最下位からカウントして該当順位以内の

場合，周囲の企業の中で最も選択されている企業の投入割合 θを模倣する．

– 消費者の評価と模倣

消費者は各模倣の基準を用いて隣接する周囲の消費者を評価する．模倣の基準

としては 3つのモデルがある．3つの模倣基準のモデルとは，所得の残高基準

モデル，ローカル基準モデル，ローカル・グローバル基準モデルである．

各モデルの模倣の基準を用いて周囲の消費者を評価し，一定回数，最下位から

カウントして該当順位以内の場合，周囲の消費者の中で最も評価値の高い消費

者の重視度 αを選択する．
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第4章 シミュレーションの結果と考察

シミュレーションの結果を提示する．はじめに，消費者の選好としての重視度の変化が

ない場合の結果を示す．次に，消費者の選好が変化する，3つの模倣基準のモデルの結果

を提示，考察する．最後にCSRを普及させるための制度設計の観点から，ある社会状態

においてCSRを普及させるための方策として企業の投入割合に下限値を操作変数として

シミュレーションを行った結果を示す．

4.1 重視度の変化がない場合

本研究においては，消費者の選好である重視度の変化を扱っている．その結果を提示す

る前に，消費者が持っている重視度は変化せず，企業の戦略としての投入割合のみ変化す

る場合に，企業が示す振る舞いについて確認する．
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図 4.2: 企業の採用する投入割合 θの時系列 横軸:時間:企業数

図 4.1: 消費者の重視度の初期設定 横軸:重視度 α,縦軸:エージェント数

消費者の重視度，企業の投入割合の初期設定はランダムに行う．図 4.1より消費者の重

26



視度の分布が，それぞれの重視度に対して一様であることが確認できる．重視度の変化

はないので，消費者は初期設定の重視度を持ち続ける．図 4.2は企業の採用する投入割合

の全体における採用数を示している．該当する投入割合に対応する色が大きいほどその

投入割合が採用されてることを示している．図 4.2から，時間の経過とともに，0.4− 0.5，

0.6− 0.7の投入割合が拡大していることがわかる．0.3− 0.4，0.6− 0.7の投入割合は初期

には拡大するが，時間の経過とともに縮小している．また，全体として 0.4−0.5，0.6−0.7

の投入割合が拡大する大きな流れの他に，各投入割合が上下に変動していることがわか

る．重視度の変化がない場合の結果の特徴は以下のようになる．

• 0.4 − 0.7の投入割合を採用する企業が増える

• 企業が採用する投入割合は全体としては一定の構成比を維持しながらもその中で変

動を繰り返す

0.4− 0.7の投入割合を採用する企業が増えることは，消費者が企業を評価する際に用いる

評価の仕方に起因する．消費者による企業の評価式において，消費者は自らの重視度に一

番近い投入割合を採用している企業ほど高い評価を与えるため，選択する可能性が高い．

このとき，消費者の重視度から離れた投入割合の企業がいたとしても，評価値は相対的に

低いので，選択される可能性は低い．しかし，その一方で，選択される確率はゼロではな

い．消費者側が持つ重視度が一様に分布している場合，ある一部の極端な重視度を持った

消費者に対応するよりも，全体として選択される確率が高くなる投入割合をとったほうが

結果的に選択されやすくなる．このような理由により，いかなる重視度を持った消費者か

らも近い値となる 0.4 − 0.7の投入割合が企業によって採用されるものと思われる．

企業の採用する投入割合の変動は，市場における競争の強さによるものである．企業は

消費者に選択された数によって評価される．企業はその選択された数を，隣接する周囲の

企業と比較し，自らの選択された数が低い場合には戦略としての投入割合を変更する．し

かし，ここでは消費者の持つ重視度の変化はないので，ある投入割合の企業を選択する消

費者の数は確率的な要因を除いては変化しえない．つまり，ある企業が自らの投入割合を
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変化させ新たな消費者をターゲットとした場合，ターゲットとなる消費者数が十分に大き

い場合には，企業は新たな投入割合に変更したことによる恩恵を享受することができる．

この動きはターゲットとなる消費者数と対応する投入割合を採用する企業数が，他の消費

者層とそれに対応する企業数との関係と同じになるまで続く．そして，ターゲットとなる

消費者数と対応する投入割合を採用する企業数の関係が，他の消費者層とそれに対応する

企業数との関係よりも劣位になる場合，当該の消費者に焦点を当てた投入割合を採用する

企業の中には，隣接する他の企業の中から，より選択された数の多い企業の投入割合を模

倣することとなる．ここでは，市場への参入障壁となるような，投入割合の変更に関する

コスト概念が入っていないため，より容易に市場への入退出が行われる．このような理由

により，企業の投入割合が上下するものと考えられる．

4.2 所得の残高基準モデル

消費者が持つ重視度が所得を基準にして変化する場合の企業と消費者の振る舞いをみ

る．
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図 4.3: 所得の残高基準モデル:消費者の重視度 αの時系列 横軸:時間:消費者数

図 4.4: 所得の残高基準モデル:企業の採用する投入割合 θの時系列 横軸:時間:企業数

図 4.3は消費者の持つ重視度の全体における採用数を示している．企業の場合と同様に，
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該当する投入割合に対応する色が大きいほど，その重視度が採用されていることを示して

いる．図 4.3より，一様な初期設定から開始し，時間の経過とともに 0− 0.1，0.1− 0.2の

重視度が拡大していることがわかる．その一方で，それ以外の重視度にかんして，値が高

いほど縮小している．図 4.4は企業の企業の採用する投入割合の全体における採用数を示

している．企業と消費者を比較した場合，企業は，時間の経過とともに 0− 0.1，0.1− 0.2

の投入割合が増加し，0.2以上の投入割合が縮小している．企業に関しては，0− 0.1の投

入割合の広がり方が，消費者の場合よりも緩やかになっている．また，図 4.4より全体の

0 − 0.1，0.1 − 0.2の投入割合が増加しつつも，各投入割合の採用数が上下に変動してい

ることがわかる．

図 4.5: 所得の残高基準モデル:時間 t = 500における各乱数での状態 横軸:消費者の重視
度 αの平均 縦軸:消費者の重視度 αの標準偏差

図 4.5は，あるパラメータ設定において初期値を変えて 50試行したときに結果であり，

ドットはある試行における時間 t = 500のときの，消費者持つ重視度の状態を示している．

横軸が重視度の平均値であり，縦軸が重視度の標準偏差である．標準偏差の大きさは，採
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用される重視度の幅の広さを表している．図 4.5より，平均はほぼ一致し，標準偏差に関

しては 0.1程度の差異であることが読み取れる．

消費者が持つ重視度が所得を基準にして変化する場合の結果は以下の特徴を持つ．

• 消費者において 0 − 0.2の重視度が増加

• 企業においても 0 − 0.2の投入割合が増加

• 企業の 0 − 0.1の増加の仕方が消費者の場合よりも緩やか

• 企業の投入割合の変化において上下の変動

消費者において 0 − 0.2の重視度が増加するのは，所得を基準とした模倣を導入したため

である．重視度が高い消費者は，同程度の投入割合を持つ企業を選択する可能性が高い．

したがって，重視度が高い消費者は所得が小さくなる傾向にある．そのため，隣接する消

費者と自らの所得を比較し，所得の高い，すなわち，低い重視度を持った消費者を模倣す

る．この模倣行動が繰り返されると，隣接する消費者に自らの所得よりも低い所得の消費

者がいることによって，それまで模倣の圧力にさらされていなかった消費者においても模

倣を行うようにある．このようにして，重視度の高い消費者は自らの重視度を変更せざる

を得なくなり，消費者全体として 0 − 0.2の重視度が大半を占めることになる．

企業においても 0 − 0.2の投入割合が増加するのは，消費者のおいて 0 − 0.2の重視度

が増加したことに起因する．企業は消費者から選択される数に反応して，唯一の戦略であ

る投入割合を変化させる．したがって，企業は消費者側での重視度の変化を受け，その選

択の変化を通じて投入割合の変化を迫られる．そのため，消費者側での重視度において

0− 0.2が増加したことを受けて，企業においても 0− 0.2の投入割合が増加したといえる．

企業においても 0 − 0.2の投入割合が増加する際に，企業の 0 − 0.1の増加の仕方が消

費者の場合よりも緩やかであった．これは，消費者が企業を選択する際に，必ずしも自ら

の重視度と同じ投入割合を持つ企業を選択するとは限らないからである．消費者は，自ら

の重視度の値に近い投入割合の企業を選択する可能性が高いだけである．また，選択が確

率的になされることから 0 − 0.2以上の投入割合を採用する企業も選択され得る．企業は
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隣接する周囲の企業と消費者に選択された数を比較して，投入割合を変化させる．そのた

め，0 − 0.2以上の投入割合を採用する企業も選択され得るということは，0.1 − 0.2の投

入割合を採用する企業にとっては自らが投入割合を変化させる理由をもたない状況を作り

だすことになる．したがって，企業においては投入割合の近い 0 − 0.2の採用数は消費者

同様に増加するが，0 − 0.1の増加の仕方は，0 − 0.2以上の投入割合を採用する企業がい

なくなってから調整が始まることとなり，結果的に企業の 0 − 0.1の増加の仕方が消費者

の場合よりも緩やかとなる．

企業の投入割合の変化において上下の変動が見られるのは，重視度の変化がない場合

と同様の理由である．0 − 0.1の投入割合に着目すると，大きな上昇のトレンドに乗りな

がらも上下に変動し，調整を繰り返していることがわかる．これは，消費者の重視度の変

化があるので大局的には 0 − 0.1の投入割合を採用することは企業の戦略としては正しい

が，各時点において局所的には過当競争状態に陥り，企業の近視眼的，合理的な判断によ

り投入割合を変更していることを表している．

4.3 ローカル基準モデル

消費者が持つ重視度の変化の方向性が，周囲の消費者が持つ重視度の平均によってロー

カルに決定される場合について示す．
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図 4.6: ローカル基準モデル:消費者の重視度 αの時系列 横軸:時間:消費者数

消費者が持つ重視度のシェアを示した図 4.6より，初期において 0 − 0.1，0.9 − 1の重

視度が増加する一方，0.3− 0.8の重視度が減少していることがわかる．また，消費者が持

つ重視度の変化が，30期程度で収束し，その後に変化しなくなっている．
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図 4.7: ローカル基準モデル:時間 t = 500における消費者が持つ重視度の空間情報

図 4.12は時間 t = 500における消費者が持つ重視度の空間情報を表している．ここでは

消費者の持つ重視度が低いと赤色となり，重視度が高いと青色になる．図 4.12より，赤

色で示される 0− 0.1と青色で示される 0.9− 1の重視度がそれぞれかたまっており，その

2つの間に 0.1 − 0.9の重視度が存在している．

34



図 4.8: ローカル基準モデル:企業の採用する投入割合 θの時系列 横軸:時間:企業数

企業の投入割合の全体におけるシェアを示す図 4.8からは，0 − 0.1，0.9 − 1,0.3 − 0.6

が減少する一方で，0.1 − 0.3，0.7 − 0.9が増加していることがわかる．

あるパラメータ設定において 50試行したときの時間 t = 500における消費者が持つ重

視度の状態を示した図 4より，重視度の平均が 0.5程度に集中し，標準偏差も 0.1未満で

ある．
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図 4.9: ローカル基準モデル:時間 t = 500における各乱数での状態 横軸:消費者の重視度α

の平均 縦軸:消費者の重視度 αの標準偏差

図 4.9は，あるパラメータ設定において初期値を変えて 50試行したときに結果であり，

ドットはある試行における時間 t = 500のときの，消費者持つ重視度の状態を示している．

横軸が重視度の平均値であり，縦軸が重視度の標準偏差である．標準偏差の大きさは，採

用される重視度の幅の広さを表している．図 4.9より，平均はほぼ一致し，0.5付近であ

ることが読み取れる．

消費者が持つ重視度の変化の方向性がローカルな基準，すなわち，隣接する周囲の消

費者が持つ重視度の平均によって，内的に決定される場合の結果は以下のような特徴を

持つ．

• 消費者の重視度において 0 − 0.1，0.9 − 1が増加し，0.3 − 0.8が減少

• 消費者が持つ重視度の変化が 30期程度で収束し，その後において変化がおきない

• 消費者に空間情報において，0−0.1,0.9−1の重視度がかたまり，両者の中間に0.1−0.9

の重視度を持つ消費者が存在

36



• 企業の採用する投入割合において，0− 0.1，0.9− 1，0.3− 0.6が減少し，0.1− 0.3，

0.7 − 0.9が増加

0 − 0.1，0.9 − 1の消費者の重視度が増加することは，変化の基準が 2種類あることに起

因する．変化のの方向性は，隣接する周囲の消費者が持つ重視度の平均によってローカル

に決められる．そしてこの周囲の消費者が持つ重視度の平均 ⟨αi⟩が ⟨αi⟩ > 0.5ならば重

視度を上げる方向に，⟨αi⟩ < 0.5ならば重視度を下げる方向に働く．したがって，模倣が

起こることで重視度αは α = 0，あるいはα = 1のどちらかに近づくことになる．そのた

め，0 − 0.1，0.9 − 1重視度が増加し，0.3 − 0.8が減少することとなる．

この消費者の持つ重視度の変化は 30期程度で収束し，その後において変化がおきなく

なる．これは，消費者が配置されている 2次元空間において，0−0.1,0.9−1の重視度がそ

れぞれクラスタを形成するためである．それぞれがクラスタを形成し，その間に 0.1− 0.9

の重視度を持つ消費者が存在することにより，模倣が発生するための基準に到達しなくな

る．消費者が持つ重視度の模倣は，隣接する周囲の消費者の重視度の平均を用いて隣接す

る消費者と自らを評価し，最下位から r番目以内の場合，かつ，その状態を連続 xst 回繰

り返した場合に発生する1．この模倣に際して用いる，隣接する周囲の消費者の重視度の

平均 ⟨αi⟩，すなわちローカルな基準は各消費者によって異なる値をとり得る．

図 4.10は，各消費者 iが隣接する周囲の消費者が持つ重視度の平均 ⟨αi⟩を用いて，隣

接する消費者と自らを比較し，自らを含めたどの消費者が最下位2となるかをベクトルの

形で表している．ある 1区画を取り出して，ベクトルをたどっていくと最終的にはある 2

体の消費者が互いに差し合っていることがわかる．この状態では「消費者 iを中心として

ローカルな基準で評価した場合の最下位の消費者 jは，消費者 jを中心としてローカルな

基準で評価した場合には最下位ではない．」ということが実現されている．つまり，ある消

費者から見たら最下位だが，その消費者は自らを最下位とは認識していない状態である．

模倣が起こるには，消費者自らが，最下位であることを認識することが必要であるから，

1ここでは r = 2, xst = 3
2シミュレーションにおいては「最下位から r番目以内の場合」としている．ここでは仕組みを調べるた

めに最下位 (r = 1)を調べたが，仕組みとしては違いはない．
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図 4.10: ローカル基準モデル:10× 10の範囲における各消費者の基準で評価した最下位の
消費者 矢印の先が最下位の消費者

そのような認識を持たない状況においては模倣は発生しない．したがって，消費者が持つ

重視度の変化が早期に収束し，その後において重視度の変化がおきないこととなる．な

お，ある消費者を中心として評価した場合の最下位をたどっていくと，上記で見たように

最終的にはある 2体が互いに相手を最下位として差し合っている状態に行き着く．この状

態とは，空間情報上でのクラスター同士の境界となる．この境界付近では，ローカルな基

準，すなわち，周囲の消費者が持つ重視度の平均 ⟨αi⟩が ⟨αi⟩ > 0.5の消費者と ⟨αi⟩ < 0.5

の消費者が互いに隣接している．そして，それぞれのローカルな基準 (つまり，一方は所

得を重視する，もう一方は準公共財への貢献を重視する)を用いて評価し，お互いがお互

いを，おのおのの基準により評価し，相手が最下位として認識しているのである．

4.4 ローカル・グローバル基準モデル

消費者が持つ重視度の変化の方向性が，周囲の消費者が持つ重視度の平均 (ローカル)

と企業の投入割合の平均 (グローバル)によって決定される場合のモデルの振る舞いを示
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す．

図 4.11: ローカル・グローバル基準モデル:消費者の重視度αの時系列 横軸:時間:消費者数

消費者が持つ重視度のシェアを示した図 4.11より，時間の経過とともに 0.9− 1の重視

度が増加し，ほぼすべての消費者が 0.9 − 1の重視度をとるようになっていることがわか

る．また，時間 t = 500における消費者の持つ重視度の空間情報を表した図 4.12では，ほ

ぼ 0.9− 1の重視度で占められているが，0.9− 1以外の空間では，0− 0.2が中心となりそ

の周囲に 0.2 − 0.8の重視度が配置されていることが読み取れる．
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図 4.12: ローカル・グローバル基準モデル:時間 t = 500における消費者が持つ重視度の空
間情報 100 × 100

企業の戦略である投入割合のシェアを示した図 1では，時間の経過とともに 0.9 − 1が

増加し，ほぼ全体を占めていることがわかる．0.8 − 0.9の投入割合は，0.8以下の投入割

合が存在する場合には増加したが，0.8− 0.9よりも小さい投入割合がシェアを失うと，今

度は 0.8 − 0.9の投入割合が減少している．
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図 4.13: ローカル・グローバル基準モデル:企業の採用する投入割合 θの時系列 横軸:時間:

企業数

企業の投入割合の全体におけるシェアを示す図 4.13からは，企業の投入割合において

0.9 − 1が増加し，ほぼすべての企業が 0.9 − 1の投入割合を採用していることがわかる．
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図 4.14: ローカル・グローバル基準モデル:時間= 500における各乱数での状態 横軸:消費
者の重視度 αの平均 縦軸:消費者の重視度 αの標準偏差

図 4.14はあるパラメータ設定において 50試行したときの時間 t = 500における消費者

が持つ重視度の状態を示したものであるが，投入割合の平均が 1，標準偏差がほぼ 0付近

にかたまっていることがわかる．

消費者が持つ重視度の変化の方向性がローカル，すなわち，隣接する周囲の消費者の持

つ重視度の平均とグローバル，すなわち，企業の採用する投入割合の平均によって決定さ

れる場合の結果は以下の特徴を持つ．

• 消費者の重視度において 0.9 − 1が増加し，ほぼすべての消費者が 0.9 − 1の重視度

を持つ

• 消費者の空間配置において 0.9 − 1以外の重視度は，0 − 0.2が中心となり配置

• 企業の投入割合において 0.9 − 1が増加し，ほぼすべての企業が 0.9 − 1の投入割合

を採用
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この結果から，CSRが普及したということができる．消費者が持つ重視度のほぼすべてが

0.9 − 1となることは，重視度の変化の方向性はローカルとグローバルの両方で決定され

ることに起因する．変化の方向性はローカル，すなわち，隣接する周囲の消費者が持つ重

視度の平均 ⟨αi⟩とグローバル，すなわち，企業の採用する投入割合の平均 ⟨θ⟩の 2つで決

定される．このとき時間を tとすると， ⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ > 0.5ならば変化の基準は準公共財

への貢献を重視し，消費者は重視度を高める方向の模倣行う3．一方，⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ < 0.5

ならば，所得を重視することになり，消費者は重視度を低下させる方向の模倣を行うこと

になる．今，企業の採用する投入割合，消費者が持つ重視度の初期設定は一様乱数を用

いている．そのため，企業の採用する投入割合の平均の期待値はE (⟨θ　 (1)⟩) = 0.5とな

る4．企業の採用する投入割合の平均を (⟨θ (1)⟩) = 0.5と仮定すると，消費者のローカル

な平均が ⟨αi (t)⟩ > 0.25であれば，消費者が持つ重視度の変化の方向性は準公共財への貢

献の重視となり，重視度を高める方向の模倣を行うようになる．なお，ここでは消費者が

持つ重視度の初期設定も一様乱数で設定されることから消費者が持つ重視度の平均の期待

値はE (⟨α (1)⟩) = 0.5となる．それゆえ，消費者の重視度において 0.9 − 1が増加し，ほ

ぼすべての消費者が 0.9 − 1の重視度を持つことになる．

消費者の空間情報において0.9−1以外の重視度は，0−0.2が中心となりいくつかのグルー

プを形成している．グループの中心付近においては ⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ < 0.5が成り立ち，所得を

重視する基準が採用されている．グループの周辺部0.2−0.8においては, ⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ < 0.5

が成り立ち，所得を重視する基準が採用されている部分と， ⟨ 　αi　 (t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ > 0.5が成

り立ち，準公共財への貢献が重視されている部分が存在し，それらが互いに相手を自分よ

り評価の低い消費者と認識しており，それによって模倣がおきずに 0.2 − 0.8の重視度が

保たれているものと思われる．

企業の投入割合においては，ほぼすべての企業が 0.9 − 1を採用するようになる．これ

は，消費者が持つ重視度の変化を受けた動きである．消費者が持つ重視度の変化，すなわ

ち 0.9 − 1の増加に対して，企業の投入割合における 0.9 − 1の増加は緩やかになってい

3消費者が隣接する周囲の消費者を評価する際に用いる評価式の右辺第 2項の係数
4なお，本試行のおける初期設定のグローバル平均は ⟨θ (1)⟩ = 0.4624
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る．これは，0.9 − 1が増加するとともに 0.8 − 0.9も増加しているからである．0.8以下

の投入割合が採用されている場合には，0.9− 1が増加するとともに 0.8− 0.9も増加する．

しかし，0.8以下の投入割合が存在しなくなると，今度は 0.8− 0.9が減少し，0.9− 1が増

加する．これは，消費者にとっての選択対象が 0.8 − 0.9と 0.9− 1の 2種類となり，その

中でより消費者が持っている重視度に近い投入割合である 0.9 − 1を選ぶ可能性が高くな

るからである．また，企業の投入割合が 0.8− 0.9と 0.9− 1の 2種類になり，0.8− 0.9が

減少しつつもその採用数が変動しているのは，消費者の方にわずかながらにも，低い重視

度を持った消費者が存在するからである．違う重視度を持った消費者がいるために，その

消費者のシェアをとろうと変動が起こる．

4.4.1 ローカル・グローバル基準モデルにおけるCSR普及のメカニズム

ローカル・グローバル基準モデルにおいては，CSRが普及することがシミュレーション

結果からわかった．そして，その普及のメカニズムは消費者の選好の社会学習としての模

倣と企業のシェア追及活動のポジティブフィードバックによってもたらされる．ポジティ

ブフィードバックは以下のプロセスで引き起こされる．

• 高い重視度を持った消費者が一定割合存在し，高い重視度の消費者が高い投入割合

の企業を選択

• 高い投入割合の企業が隣接する周囲の企業よりもより高い消費者シェアを獲得

• 企業はよりシェアの高い企業の戦略である投入割合を模倣

• 企業の投入割合の平均が上昇

• 企業の投入割合の平均が消費者の社会学習に影響

• 消費者は社会学習としての模倣を通じ重視度が上昇

• 高い重視度を持った消費者が増加
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このプロセスを通じて消費者の選好の社会学習としての模倣と企業のシェア追及活動のポ

ジティブフィードバックがもたらされる．

このとき，ポジティブフィードバックが生じる発生源は，ローカル・グローバル基準

モデルにおいて，ローカル・グローバル基準で周囲の消費者を評価する評価式 Vij (t) =

(1 − ⟨αi (t)⟩) (1 − αij (t))+ (⟨αi (t)⟩ + ⟨θ (t − 1)⟩) αij (t)　において，右辺第 2項の対象と

なる消費者の重視度を重み付けする部分にのみ企業の投入割合の平均 ⟨θ (t − 1)⟩を導入し

ていることに起因する．

4.5 ローカル・グローバル基準モデルにおけるCSR普及の
ための制度設計の可能性

重視度の変化の基準が隣接する周囲の消費者が持つ重視度の平均であるローカルと，企

業の投入割合の平均であるグローバルの両方によって決定される場合において，社会状態

としての消費者が持つ重視度の初期配置を操作するとともに，制度設計の観点から企業の

投入割合に下限値を設け，操作変数としたときの結果を提示する．

これまでの節では，モデルの性質を確認するためにランダムな一様な初期値を用いた．

本節では，より現実的なの設定に近づけた状態にするために，消費者の重視度の初期配置

を操作する．ここでは，消費者が持つ重視度の初期値の最大値を操作する．最大値を指定

することで，全体としてより低い重視度を持った消費者側の初期状態を形成できる．この

ようにすることで，低い重視度を持った消費者が多いという社会状態を作り出している．

その一方で，企業の投入割合の下限値を操作変数とする．これは，企業が最低限行わなけ

ればならない投入割合の規制，もしくは優遇処置などによる誘導のような政策的なパラ

メータである．ここでは，消費者側の初期状態において，消費者が持つ重視度をより高い

状態に移行させる手段としての政策的なパラメータとして，企業の投入割合の下限値を操

作する．
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図 4.15: 制度設計の可能性:政策としての企業の投入割合の下限値と社会状態としての消
費者が持つ初期設定における重視度の最大値　 x軸:企業の投入割合の下限値，y軸:消費
者が持つ初期設定における重視度の最大値，z軸:に消費者が持つ価値観の平均

図 4.15は x軸に企業の投入割合の下限値，y軸に消費者が持つ初期設定における重視度

の最大値，そして z軸に消費者が持つ価値観の平均をとる．企業の投入割合の下限値，消

費者が持つ初期設定における重視度の最大値において，それぞれ 0.05刻みに各パラメー

タ設定で 10試行させたときの結果である．

図 4.15より，消費者の重視度の平均は，0付近の場合と，1付近の場合の 2つの状態を

とる．企業の投入割合の下限値が 1に近いほど，消費者が持つ重視度は高くなる．また，

消費者が持つ初期設定における重視度の最大値が高いほど消費者の重視度の平均は高く

なる．さらに，企業の投入割合の下限値が小さく，かつ，消費者が持つ初期設定における

重視度の最大値が小さい場合，消費者の重視度の平均は低くなる．また，消費者の重視度

の平均が高い場合と低い場合の間には変化の急激な壁が存在する．具体的には，図より，

企業の投入割合の下限値が 0のときには，消費者が持つ重視度の最大値は 0.5，企業の投

入割合の下限値が 0.1のときには，消費者が持つ重視度の最大値は 0.5, 企業の投入割合の
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下限値が 0.2のときには，消費者が持つ重視度の最大値は 0.4,企業の投入割合の下限値が

0.3のときには，消費者が持つ重視度の最大値は 0.4, 企業の投入割合の下限値が 0.4のと

きには，消費者が持つ重視度の最大値は 0.2,企業の投入割合の下限値が 0.5のときには，

消費者が持つ重視度の最大値は 0.2, 企業の投入割合の下限値が 0.6のときには，消費者が

持つ重視度の最大値は 0.1,企業の投入割合の下限値が 0.7のときには，消費者が持つ重視

度の最大値は 0のあたりで，消費者の重視度の平均が大きく変わっていることがわかる．

4.5.1 2つの状態が発生するメカニズム

消費者が持つ重視度の変化の方向性がローカルとグローバルの両方で決定される場合

において，x軸に企業の投入割合の下限値，y軸に消費者が持つ初期設定における重視度

の最大値，そして z軸に消費者が持つ価値観の平均をとった場合の結果においては以下の

特徴があった．

• 消費者が持つ価値観の平均は，0の場合と 1の場合の大きく 2種類に分類できる

• 消費者が持つ価値観の平均における 2つの状態の境界では，変化が急激な壁が存在

消費者が持つ価値観の平均は，0の場合と 1の場合の大きく分けて 2つの状態をとる．平

均が 0の場合には，消費者が持つ重視度がほぼ全員において 0の場合であり，平均が 1

の場合とは消費者が持つ重視度がほぼ全員において 1の場合である．そしてこの 2つの

状態はあるパラメータ上で急激に入れ替わる．消費者が持つ重視度の平均が 1の状態と

は，隣接する周囲の消費者の持つ重視度の平均 ⟨αi⟩とグローバル，すなわち，企業の採

用する投入割合の平均 ⟨θ⟩が与えられたときに，時間を tとすると多くの消費者について，

⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ > 0.5が満たされたときであると考えられる．一方，消費者が持つ価値観の

平均が，0の場合とは， ⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ < 0.5が満たされたときであると考えられる．そし

て，この ⟨αi(t)⟩+⟨θ(t−1)⟩
1+⟨θ(t−1)⟩ が 0.5を超えるか否かが，平均の値が急激に変化しているパラメー

タ上で変わるものと思われる．
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4.5.2 解釈

上記の結果は次のように解釈できる．消費者が持つ重視度として 2つの状態が考えられ

る．一つは，所得を重視し，準公共財への投入の割合をまったく重視しない場合，もう一

つは，準公共財への貢献を重視し，準公共財への投入の割合を非常に重視する場合であ

る．パラメータとして，企業の投入割合の下限値と消費者が持つ初期設定における重視度

の最大値がある．消費者が持つ初期設定における重視度の最大値とは，消費者全体の社会

状態を意味する．消費者が持つ初期設定における重視度の最大値が高ければ，消費者には

所得を重視するタイプから，準公共財への貢献を重視するタイプまでさまざまな，多様な

重視度を持った消費者が存在していることを意味する．一方，消費者が持つ重視度の最大

値が低い状態とは，より多くの消費者が所得を重視している状態ということができる．消

費者が持つ重視度の最大値が低い，すなわち，多くの消費者が所得を重視している状態で

は，準公共財への貢献を重視するような社会状態にたどり着くことは難しく，社会状態と

しても所得を重視するものとなる.このことは，企業の投入割合の下限値を 0に固定した

ときの，消費者が持つ初期設定における重視度の最大値において確認できる．消費者が持

つ初期設定における重視度の最大値が 0.5以下の場合，消費者が持つ価値観の平均は 0と

なっている．

このような，社会において準公共財への貢献を重視しない状況において，行動レベル

ではなく，消費者の意識レベルの問題である重視度を変化させることは難しい．しかし，

その一方で，企業の行動を規制することは，消費者の意識を直接的に変化させることより

も容易である．そして，このような意識を変化させるための操作変数として，企業の投入

割合の下限値をとらえることができる．企業の投入割合の下限値を規制しない場合，消費

者が持つ重視度の最大値< 0.5付近まで，消費者が持つ価値観の平均は 0，すなわち，準

公共財への投資を重視しないような社会状態であった．それを企業の投入割合の下限値を

0.2程度に設定することで，多くの場合，準公共財への投資を重視するような社会状態に

移行させることができる．
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第5章 議論

5.1 ローカル基準モデルと現実との類似点

ローカル重視度変化モデルにおいては，ある一定値の重視度が大勢を占めることなく，

空間情報においては低い重視度と高い重視度がそれぞれ自生的にクラスタを形成し，それ

らの間に中間の重視度が存在している．また，企業においては，多様な重視度を持つ消費

者に対応して，多様な投入割合が採用され，かつ上下に変動している．このような状況は

現実に類似していると考えられる．江頭進 (2009)では，社会におけるCSRと環境配慮に

関する意識は多層化されており，中程度や低い意識の個人は高い意識を持った個人に追随

する傾向があることを示唆している．また，高い意識を持った人々は，しばしばグループ

を形成し，グループ内で強い関係を築くということがわかってきている．

このことから，ローカル基準モデルのシミュレーション結果は，現実と類似している可

能性がある．

5.2 ローカル基準モデルにおけるCSR普及の可能性

ローカル基準モデル状態においては，高い重視度を持った消費者は高い投入割合の企

業を選択し，一方，低い重視度の消費者は低い投入割合の企業を選択することとなる．ま

た，クラスタが形成された状態においては，絶対的な基準における最下位が存在しないこ

とから，消費者における模倣が起こることはない．したがって，高い投入割合を採用する

企業は存在し，なおかつ，企業における投入割合の変動もあるが，多くの企業がより高

い投入割合を採用する可能性はない．その意味において，このモデルではCSRに対する

意識の高い企業は存在するがCSRが普及することはないということになる．また，仮に
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ある状態において絶対的な基準における最下位が存在するような状況を作れたとしても，

ローカルでの相互作用による伝播となるため，新たな絶対的な基準における最下位が存在

しない状態に行き着くこととなる．したがって，このモデルにおいてCSRを普及させる

ことは困難である．

しかし，このモデルに，ローカル・グローバル重視度変化モデルになるように，グロー

バルの影響を導入すれば，4.4.1節のポジティブフィードバックの働きにより，普及させ

ることができる．

この結果を現実に対応させると，モデルにおけるグローバルな影響，すなわち，企業の

投入割合の平均を導入することになる．実際には，企業がCSRに投入している量などは

わからない1．したがって，このグローバルな指標とは，企業がCSRに取り組んでいる雰

囲気や，社会におけるCSRの扱われ方など，漠然としたイメージのようなものであると

考えられる．このようなグローバルな手段を通じて，環境の状態や，いかにCSRにかん

する項目が重要視されてるかということを発することによって，ある一部の意識の高い

集団によって共有されていた意識を広めることができる．そして，一度広めてさえしまえ

ば，あとは消費者自身が持つ重視度，現実にはCSRを重視する選好によりさらにその重

視度を強化することができる．

5.3 シミュレーションにおけるCSR普及のメカニズム

本モデルにおいて，CSRとは企業が高い準公共財への投入割合を採用すること，CSR

の普及とは，多くの企業が高い準公共財への投入割合を採用することと定義した．CSR

が普及する，すなわち，多くの企業で高い投入割合が採用されるには，多くの消費者にお

いて高い重視度が持たれる必要がある．そこで，多くの消費者において高い重視度が持た

れる可能性について 3つのモデルを用いてシミュレーションした．3つのモデルとは，消

費者の重視度が所得によって変化する，所得による重視度変化モデル，周囲の消費者に

よって重視度の変化の方向性が内的に決められるローカル重視度変化モデル，周囲の消費

1CSRに関する規格化はこの試みともいえる．
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者からのローカルな影響と企業の投入割合の平均のグローバルな影響の両方を用いて重

視度の変化の方向性を決めるローカル・グローバル重視度変化モデルである．

3 つの中で，CSR の普及がなされたのはローカル・グローバル重視度変化モデルの

みである．ローカル・グローバル重視度変化モデルにおいて，重視度の模倣の基準は

(1 − ⟨αi (t)⟩) (1 − αij (t)) + ⟨αi (t)⟩) + ⟨θ⟩ (t) αij (t)によって決定される．ここで，グロー

バルな指標である，企業の投入割合の平均が第 2項にのみ入っている．このグローバルな

指標である，企業の投入割合の平均によってCSRの普及が達成される．企業の投入割合

の平均がある正の値をとると，その影響はすべての消費者にもたらされる．その企業の投

入割合の平均の影響を受けて，模倣によって重視度を高める消費者が出る．そしてその消

費者の選択行動を通じて企業の投入割合の平均が高められる．そしてその影響がすべて

の消費者にもたらされる．このようなポジティブフィードバックによって多くの消費者の

重視度が高い値をとり，それにより多くの企業で高い投入割合が採用されることとなる．

ではこのモデルにおいては，ポジティブフィードバックの働きがどの程度の状態から作用

するのかをローカル・グローバル基準モデルを用いた，企業の投入割合の下限値，消費者

が持つ初期配置における重視度の最大値をパラメータとしたシミュレーションでしらべ

た．その結果，このモデルにおいては,消費者の初期配置における重視度が 0.6を境にし

て，ポジティブフィードバックが働き，重視度の平均が 1になる，すなわち，モデルにお

いてCSRが普及した状態となる．さらに，企業の投入割合の下限値を規制する形で操作

変数とした場合，消費者の重視度が低い社会状態 (消費者が持つ初期配置における重視度

の最大値)において，そのままでは全体の平均値が模倣を通じてゼロに向かってしまうよ

うな場合においても，企業側の投入割合の下限値を政策的に設けることにより，まったく

逆の，消費者の平均を 1の状態に移行させえることがわかった．つまり，企業側の投入割

合の下限値を設計することを通じて消費者の重視度を変化させ，CSRを普及させたるこ

とができる．
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5.4 今後の課題

本研究では，CSR活動のモデル化を行い，その普及のメカ二ズムをシミュレーション

を用いて解析した．CSRという，理論的には捉えられていない問題を扱ったため，モデ

ル化において何を捨象するかといったことを，シミュレーションを通じて明らかにしてき

た．したがって，このプロセスにおいて本来捨象してはならない要素を捨象してしまって

いる可能性も大いにありうる．そのような捨象してはいけないと思われる，また,扱わな

いといけないと思われる部分について触れたい．

• 関係空間構造のスケールフリー構造化

本モデルにおいては，エージェントが配置されている関係空間は，2次元平面を仮定

している．これは，モデルとして関係空間が重要な要素なのかどうかがわからない

状態において，とりあえず関係空間を入れる最も簡単に導入するために用いた．そ

の結果，ローカルな情報しか参照しないローカル基準モデルと，ローカルな情報の

ほかにグローバルな情報も参照するローカル・グローバル基準モデルでは全体の挙

動に全く異なった影響をあたえることがわかった．ここで，関係空間が重要である

ことが明らかになったことから，より現実的なスケールフリー構造を導入すること

が必要となる．ここで重要なことは，仮にスケールフリー構造を導入しても，噂の

ようなものの伝播とは性質が異なるということである．ここでは，選好の広がり方

である．つまり，選好は，ある基準で評価して劣位の場合にのみ変化させられる．関

係空間上でつながっているエージェントの数が多ければ多いほど，そのエージェン

トが劣位になる可能性は低くなる．その一方で，エージェントによってつながって

いる数が異なることから，同質的な 2次元平面でのときとは本質的にことなる．し

たがって，関係空間のスケールフリー構造によるモデル化が与える影響についてシ

ミュレーションをする必要がある．

• ステイクホルダーの異質性の導入

本研究では，様々なステイクホルダー（利害関係者）を代表して，消費者のみを扱っ

ている．CSRの重要なポイントは，ある一定のステイクホルダーを対象とするので
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はなく，様々なステイクホルダーを対象としている点でる．その意味において，本モ

デルはステイクホルダーの異質性を扱えていない．したがって，ステイクホルダー

として，消費者以外の，すなわち，株主や投資家などの資本市場を通して企業とコ

ミュニケーションする主体や，購買や投資などの経済的交換ではなく，評判などの社

会的交換をする主体の存在を導入する必要がある．そして，企業とのコミュニケー

ション手法は異なるステイクホルダー間の相互作用を導入した拡張モデルを扱うこ

とが，CSRを対象にするにあたっては不可欠である．

• 社会的ジレンマゲームとの関係性

本研究では CSRを「自らの活動において，私的財の供給と同時に準公共財の供給

を行うこと」と定義した．そして，この定義に基づいた本モデルは社会的ジレンマ

ゲームの一つであるともみなせる．ここでは，消費者が企業を選択するという選択

行動を通じて社会の利益を優先させるか，個人の利益を優先させるかの決定を行っ

ている．そして，この問題の解決のために，本研究では選好の変化と，社会的便益

(benefit)の他に私的便益 (benefit)が引き出される公共財としての準公共財を用いて

いる．すなわち，消費者が公共財を供給することから社会的便益 (benefit)の他に私

的便益 (benefit)を引き出すように選好を変化させることで，ジレンマ問題を解決し

ていることになる．このとき，この方法は，社会的ジレンマゲームの研究において

どのように位置づけられるのかを調べる必要がある．

なお，本研究では公共財を供給するということから私的便益を引き出すように選好

を変化させることで CSRを普及させた．そして，その選好は，周囲の消費者の選

好によって形成された．翻って考えると，企業が生産する製品の設計としては，消

費者にとって社会的便益の他に私的便益が引き出されるようにアピールするものが

重要となる．そしてそのためには，周囲の消費者が，その製品を見て社会的便益の

他に私的便益が引き出される必要がある．したがって，ハイブリットカーのように，

誰の目にもそれが社会的便益をもたらすことがわかる必要があり，そうすることで，

消費者が社会的便益の他に私的便益が引き出すようになり売れるということになる．
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つまり，企業はより社会的便益の他に私的便益が引き出されるように，それが社会

的便益をもたらすものであるということがわかるデザインにする必要がある．
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第6章 結論

本研究では，シミュレーションを用いてCSRが普及するメカニズムの解析を行った．ま

た，そのシミュレーション結果と現実との対応について議論した．

経済学においては，CSRが普及するメカニズムについてわかっていない．正確に言え

ば，経済学モデルにおいては，ある選好を持った消費者は所与としており，選好の変化は

扱わない．そのため，CSRを重視する選好を持った消費者が存在するばCSRを行う企業

は存続しえるし，CSRを行う企業を選択することの効用が高ければ消費者はCSRを行う

企業を選択する．したがって，CSRが普及するためには，CSRを行う企業を選択するこ

との効用が高い消費者が多ければいいということになる．つまり，経済学的にはその所与

として前提としている部分を選好の変化という形で扱うこととなる．

経済学的意味とは別に，より実用的な意味も存在する．CSRを普及させる制度的な指

針が提示できれば，社会全体としてCSRを普及させることにつなげられる．現状におい

ては，CSRに取り組む企業とそうではない企業が存在する．この差異によって，差別化

戦略としてCSRを行うことで，短期的な，直接的な利益をえることができる状況が形成

されている．CSRに関して最も重要な部分は，企業が，経済主体であると同時に社会に

おける主体であることを認識し，本業において経済性と同時に社会性を追求する活動を

していくことを通じて，なにを実現するのか，もしくはしようとしているのかということ

である．経済主体であると同時に社会における主体であることを認識し，本業において経

済性と同時に社会性を追求する活動をしていくことを通じて持続可能性を追求するのか，

それとも経済主体であると同時に社会における主体であることを認識し，本業において経

済性と同時に社会性を追求する活動をしていくこと自体を目標とするのかということで

ある．かりに，持続可能性を追求する手段としてCSRが存在する場合，CSRの普及メカ
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ニズムを明らかにし，CSRを普及させることは非常に大きな意味をもつ．このとき，ど

のような形であれ，消費者，さらにはステイクホルダーの持つ価値意識をCSRに価値を

見出すように変えること自体が重要になる．一方，経済主体であると同時に社会における

主体であることを認識し，本業において経済性と同時に社会性を追求する活動をしていく

こと自体を目標とする場合，CSRの普及させることは意味を成さない．異質性を持った

ステイクホルダーを仮定し，そのステイクホルダーの要求にこたえると言う意味での社会

を追求する場合，CSRを普及させるために必要となるステイクホルダー側の価値意識の

変化は必ずしもよい影響を及ぼさない．この場合，ステイクホルダー側の異質性を失わさ

せることになってしまう．そのため，持続可能性を追求する手段としてCSRが存在する

場合においては，持続可能性という目標に対して貢献すると言う意味で，CSRの普及の

メカニズムをという問いは意義がある．

本研究においては，この問いに対し，CSRを準公共財ゲームとしてモデル化し，選好

の変化を導入することで研究した．CSRは，表出する行動レベルについては企業の領域

となるため，企業の戦略レベルの文脈として語られることが一般的である．それを企業と

ステイクホルダー，とくに消費者，という社会の枠組みで捉え，一方向的な作用ではな

く，行動レベルと意識レベルで企業と消費者の相互作用を捉えている．このようにして捉

えることで初めて，CSRが目指すべき方向に向かえる1．そして，モデルにおいてCSRの

目指す方向に向かうための指針をし，そのメカニズムを明らかにした．

それまで研究領域においては否定的に捉えられていたCSRを [retaling public]は市場に

おける合理的な行動であることを明らかにした．ここでは，CSRを企業による公共財の

供給として捉えている．そして，CSRを重視する選好を持ったエージェントが存在する

ことを仮定した場合，そのエージェントに対応してCSRに取り組むことは，競争市場に

おける利潤を最大化する存在としての企業にとって合理的であることを明らかにした．し

かし，CSRを重視する選好を持ったエージェントが存在するという仮定自体は所与とし

ていた．

1ただし，「経済主体であると同時に社会における主体であることを認識し，本業において経済性と同時
に社会性を追求する活動をしていくことを通じて持続可能性を追求する」という前提を仮定している．
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本研究は次のような特徴がある．CSRを対象とするにあたり，企業と消費者という 2階

層モデルを用いている．そして，CSRを企業と消費者における準公共財供給ゲームとし

てモデル化している．さらに，CSRの普及に焦点を当てるために選好の変化を導入して

いる．また，企業の選択にさいして，消費者自らの価値観に近い企業を選択することが高

い満足度をもたらすという，相乗平均による評価関数を導入した．

シミュレーション結果は次のようになる．モデルにおいて，CSRが普及する，すなわ

ち，多くの企業が準公共財への高い投入割合を採用するには，消費者が持つ重視度の模倣

の基準の決定に際して，ローカルな評価，すなわち，隣接する周囲の消費者の持つ重視度

の平均と，グローバルは評価，すなわち，企業が採用する準公共財への投入割合の平均

の 2つによって，隣接する周囲の消費者と自らの重視度を評価・比較することが必要とな

る．消費者が持つ重視度の模倣の基準の決定に際し，ローカルな評価とグローバルな評

価を用いると，消費者の重視度，企業の投入割合の双方をランダムな初期値からはじめ

ても，CSRは達成される．また，消費者が持つ重視度の初期設定における最大値を制限

し，より現実に近い厳しい条件，すなわち，消費者が持つ重視度が全体的に低い状態，に

おいて実験した場合，消費者が持つ重視度の初期設定における最大値が 0.6までは，消費

者の持つ重視度に上昇し，結果的に企業が採用する投入割合も高くなり，CSRが普及す

る．また，消費者が持つ重視度の初期設定における最大値が 0.6未満においても，すなわ

ち，CSRが普及しない初期設定においても，企業の投入割合の下限値を設定することに

より，CSRの普及に向かわせることが可能となる．

さらに，消費者が持つ重視度の模倣の基準の決定に際し，隣接する周囲の消費者の持つ

重視度の平均のみによって決定されるローカル基準を採用すると，現実に見られるよう

な，消費者における多様な重視度と，配置された 2次元空間上においてクラスタの形成が

みられた．

この結果から，以下の結論が導ける．CSRが普及するには，消費者を含めたステイク

ホルダーが持っているCSRの重視度が，高い状態で消費者に広まっていることが必要と

なる．消費者において高いCSRの重視度が広がるには，企業とステイクホルダーにおけ

るポジティブフィードバックの仕組みが重要となる．このポジティブフィードバックが働
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くには，消費者が自らの持っている重視度を評価する際に，ローカルな評価を用いるだけ

でなく，グローバルな評価を考慮することが必要となる．このグローバルな評価とは，社

会における，企業が行うCSRへの投入のイメージ，雰囲気のようなものである．このグ

ローバルな評価は，企業の投入に関するものであるが，それはラグを伴った，消費者にお

ける重視度の指標である．その意味で，このグローバルな評価とは社会全体にに存在す

る，CSRをどのくらい重視しているかというイメージ，雰囲気と言える．

また，現実に目をむけるとシミュレーション結果とのアナロジーから以下のことが主張

できる．現実のCSRに関しては，取り組んでいる企業もあれば取り組んでない企業もあ

る．また，ステイクホルダーに関しても，CSRをどの程度重視するかということにかん

しては多様である．さらに，全体としては多様性を持っていても，その相互作用に関して

は，同じ価値観を持ったもの同士がより強く相互作用している．この状況は，消費者が持

つ重視度の模倣の基準の決定に際し，隣接する周囲の消費者の持つ重視度の平均のみに

よって決定されるローカル基準を採用した場合と同様と考えられる．ローカル基準を採

用した場合，一度収斂した空間配置は，外からの摂動にたいして非常に頑健である．し

たがって，このローカルな評価のみが基準として採用されている場合，CSRを普及させ

ることは非常に困難であり，同様な構造が見られる現実においても困難であると考えられ

る．このような状況においてローカルのみを採用したモデルにおいてCSRを普及させる

には，消費者が持つ重視度の模倣の基準のにローカルな評価の他にグローバルな指標を導

入することによって可能となる．このモデルにおける知見を現実に置き換えると，社会に

おいてCSRをどのくらい重視しているかというイメージ，雰囲気をより知覚させること

になる．こうすることで，グローバルな指標を高めることが可能となる．

この結論によれば，CSRに取り組む企業は，その事実を積極的にアナウンスするべき

ということになる．その際に，その行動がどのようなことに動機付けされているかには関

係ないことになる．つまり，短期的な経営戦略に基づいて取り組もうが，より社会的な存

在としてCSRに取り組もうが行動レベル，また，社会に与える雰囲気としては同じとな

る．しかし，社会のイメージとしてのCSRの重視度が上がると，ステイクホルダーにお

いて，CSRを重視するような方向の模倣が起こる．そのため，ある閾値を超えてしまえ
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ば，その後企業がCSRに取り組まなくなったとしても，ステイクホルダーにおいては高

いCSR重視度が維持されることとなる．そのため，CSRが普及し，経営的な戦略として

CSRが意味を成さなくなったとしても，CSRを重視するステイクホルダーが存在するた

めに，CSRへの投入をさげることができなくなる．また，ステイクホルダーの意識があ

がることで，企業が取り組むCSRに質に対する評価も厳しくなるであろう．
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